















































































































































































































































































































































































































































― 104 ― 社会関係研究　第23巻　第２号
10　中野妙子・前掲注５〔判批〕109頁。
11　木下秀雄「児童扶養手当に対する行政の広報義務」民商法雑誌106巻
５号、1992年、726-727頁。
12　木下秀雄「社会保障法における行政の助言・教示義務」賃社1457・58
号、2008年、31頁。なお、行政の周知徹底義務に反対する学説として、
堀勝洋「社会保障判例」季刊社会保障研究27巻２号、1991年、207頁。
13　山下慎一「社会保障法における情報提供義務に関する一考察」福岡大
學法學論叢60巻２号、2015年、255頁。
14　木下秀雄・前掲注11、726頁。
15　中野妙子・前掲注５〔判批〕110頁。
　　なお山下慎一は、社会保障法領域の情報提供義務をめぐる事案群に関
して、類型化を試みている。類型化にあたっては、「（ａ）市民による申
請行為以前の段階→（ｂ）申請の段階→（ｃ）特定の給付に関する受給
権が生じた後の段階」という３つの法律関係の分類を打ち立てている。
これを前提にした上で、「法律による行政の原理との抵触が生じない本
判決のような事案においては、条理を援用すること自体に特段問題はな
い」として、「本判決は（ａ）〔市民による申請行為以前の段階〕の類型
において、具体的な実定法規の解釈から情報提供義務を導くことが困難
であるような場合においても、条理によって当該義務を導く余地を開い
た（あるいは拡大した）ものとして重要な意義を有する」との見解を示
している。（前掲注13、254-255頁）
16　河野正輝『社会福祉法の新展開』有斐閣、2006年、211頁。
17　鎌谷勇宏「社会保障領域における自己決定概念に関する一考察―医療
と福祉における議論から―」四天王寺大学紀要49号、2010年、93-94頁
参照。
18　鎌谷勇宏・前掲注17、94頁。
19　介護保険法４条１項、障害者自立支援法２条１項１号および障害者総
合支援法２条１項１号
― 105 ―特別児童扶養手当と行政の教示義務
20　見平隆「社会福祉における自己決定の権利に関する考察―社会福祉
における権利と連帯　序章―」名古屋学院大学論集社会科学44巻２号、
2007年、183-185頁。
21　「介護サービス情報の報告及び公表」（介護保険法115条の35）、「市町
村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に関し、次に掲げ
る責務を有する。障害者等の福祉に関し、必要な情報の提供を行い、並
びに相談に応じ、必要な調査及び指導を行い、並びにこれらに付随する
業務を行うこと。」（障害者自立支援法２条１項２号・障害者総合支援法
２条１項２号）
22　横田明美・前掲注５〔判批〕３頁。
23　同旨、佐伯彰洋・前掲注５〔判批〕46頁、中野妙子・前掲注５〔判批〕
110頁。
24　中野妙子・前掲注５〔判批〕110頁。
25　横田明美・前掲注５〔判批〕３頁。
